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必要な行動であることが伺える。特に，青年期にお
ける身体活動は，健康に影響を与えるだけでなく，
将来の健康にも影響を与えることが報告されてい
る６）。しかしながら，近年の大学生の運動習慣の状
況は，大学生の約７割が運動習慣はなく，運動習慣
がある大学生と比較して，運動習慣がない大学生
は，疲労自覚症状を多く訴えることが報告されてい
る24）。このような現状を鑑みると，青年期後期にあ
たる大学生における身体活動の促進は，メンタルヘ
ルスの改善の観点からも必要なことであり１），大学
生の身体活動を促進させるための方略を検討する必
要性が考えられる。
　身体活動を促進させるための方略を考える上で，
これまでに身体活動を促進させる要因が検討されて
きた。例えば，社会的要因としては，教育歴が高い
ほど身体活動が行われやすく，さらに収入が高いほ
ど身体活動が行われやすいことが報告されてい
る16）。また，年齢，人種，性別なども身体活動との

１．緒　言

　運動を含めた身体活動は，メンタルヘルスに良好
な効果をもたらすことが報告されている17）。例え
ば，年齢や健康状態に関係なく，有酸素運動の実施
が状態不安・特性不安の減少と関連することが示さ
れている19）。また，身体活動は，悪性新生物（以
下，ガン）の予防にも効果をもたらすことが知られ
ている。例えば，平成22年の人口動態統計（確定
数）によれば，日本人の死亡原因の第1位はガンで
あり，死亡総数に占める割合は29.5％と報告されて
いる12）。この日本人の三大死亡原因の一つであるガ
ンは，身体活動によって，特定のガン（大腸ガン，
乳ガン，子宮体ガン）の発病リスクを下げることが
報告されている29）。さらに，ガン以外にも糖尿病を
はじめとした生活習慣病の病気予防や改善にも身体
活動が効果的であることが報告されている４，９，11，21）。
このように，身体活動は，心身の健康の維持増進に
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を知覚していることが示された。今後は，過去の運動実施経験と身体活動に伴うリスク知覚との関係性を検
討することが必要だと考えられる。
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名）を対象に，集合調査法による質問調査を実施し
た。対象者の内，日本語読解能力を考慮し，留学生
30名（男性５名，女性25名）を除き，また質問紙に
記入漏れなく回答をした日本人大学生1019名（男性
519名，女性500名，平均年齢18.73歳，SD＝0.64）を
分析対象とした。

２）調査内容
（1）調査対象者の属性
　調査対象者の年齢，性別，学年について回答を求
めた。

（2）身体活動量
　身体活動量を調べるために，Kasari10）の身体活
動指標を改定し，信頼性と妥当性が確認された
Kasari の身体活動指標修正版８）を用いた。本指標
は，運動・スポーツ活動における運動実施頻度，運
動強度，運動実施時間の積で身体活動得点が算出さ
れ，得点の範囲は０−100ポイントとなり，高得点
程良く運動・身体活動を行なっていることを意味す
る。本指標は，一日の平均歩行数（r＝46，p＜0.01）
と運動消費量（r＝45，p＜0.01）との有意な中等度
の相関が得られている８）。Kasari の身体活動指標修
正版では，運動得点は，運動・スポーツ活動におけ
る運動実施頻度を５段階，運動強度を４段階，運動
実施時間を５段階で測定しているが，本研究では運
動を実施していない調査対象者も回答できるよう
に，運動実施頻度を「０：運動していない」「１：
月１回程度」「２：月２−３回程度」「３：週１−２
回程度」「４：週３−４回程度」「５：ほぼ毎日」の
６段階，運動強度を「０：運動していない」「１：
きつくない運動」「２：適度なきつさの運動」「３：
かなりきつい運動」「４：非常にきつい運動」の５
段階，運動実施時間を「０：運動していない」「１：
20分未満」「２：20−30分」「３：30−60分」「４：
60−90分」「５：90分以上」の６段階とした。

（3）身体不活動に伴うリスク知覚尺度
　身体不活動に伴うリスク知覚を測定するために，
先行研究20，23）を参考に，日本語の明瞭性を勘案し
ながら，身体不活動に伴うリスク知覚を測定するた

関連性がある５）。一方，心理的要因としては，自己
効力感をはじめ18），数多くの要因が検討されてい
る。しかしながら，ある一つの心理的要因だけを変
容させるような介入では，あまり効果は得られず，
Speck & Harrell25）によれば，身体活動を促進させ
るためには，理論に基づく介入が必要である。近
年，健康行動における心理的過程を示した Health 
Action Process Approach（以下，HAPA）22）が，身
体活動を予測するモデルとしての有用性が着目され
ており23），このモデルに従った身体活動の促進させ
るための介入を行うことが有効だと考えられる。
　人々が一般的な身体活動を行うように動機づける
ためには，自身の健康状態や病気に対する危険性を
認知することから始まると考えられている22）。この
危険性の認知は，リスク知覚（risk perception）＊１

と言われ，望ましくない出来事（e.g.，病気）の不
確実性に関する主観的な見積りである。このリスク
知覚は，HAPA に含まれる心理的要因であり，身
体活動に対して直接的な影響を与えないが，間接的
に機能する要因である23）。また，リスク知覚は，身
体活動レベルとの有意な関係性があることが報告さ
れている28）。リスク知覚は，身体活動に対して大き
な影響性を示さない可能性はあるものの，身体活動
を予測するためには必要な要因だと考えられる。し
かしながら，我が国では身体活動が行われない際の
リスク知覚を測定する尺度はなく，身体活動との関
連性について検討した研究はあまりみられない。そ
こで，本研究では，身体活動が行われない際に起こ
りうるリスクをどの程度知覚しているかを測定する
ことが可能な尺度を開発し，身体活動とリスク知覚
との関連性を検討することを目的とした。

２．方　法

１）調査時期及び調査対象者
　2011年９月から2011年12月に，東海地方にある４
年制私立大学１校に在学する大学生の内，主に大学
１年生を対象とした必修科目の「スポーツ・健康演
習」を履修する大学生1127名（男性585名，女性542

　� 　
＊1　risk perception は，リスク認知と呼ばれることもある。
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量との関連性を検討するために，対応のないt 検定
を行った。独立変数には，四分位によって下位25％
を低群，上位25％を高群に分けた身体活動量を用い
た。そして，従属変数には，身体不活動に伴うリス
ク知覚尺度に含まれる項目得点を合計した下位尺度
得点を用いた。

３．結　果

１）尺度開発
　探索的因子分析を行った結果，因子負荷量が0.4
未満であった項目８項目を除外し，固有値が1.0以
上を示す１因子５項目を抽出した（Table 1）。因子
の信頼性を示す Cronbach のα係数は，α＝0.71を
示し，Ω係数は，Ω＝0.71を示した。また，検証的
因子分析の結果，それぞれ仮定した潜在変数から観
測変数へのパスの標準化係数は，全て統計的に有意
であり（p＜0.001），尺度全体の適合度は，GFI＝
0.99，AGFI＝0.95，CFI＝0.96，RMSEA＝0.08で
あった。なお，身体不活動に伴うリスク知覚尺度の
得点分布は，Table 2 に示した。

めに13項目を準備項目として作成した。本尺度は，
下位尺度得点が高いほど，身体不活動に伴うリスク
知覚が高いことを意味する。各項目への回答は，

「０：全くそう思わない」，「１：あまりそう思わな
い」，「２：どちらでもない」，「３：ややそう思う」，

「４：とてもそう思う」の５件法で求めた。

３）倫理的配慮
　調査の倫理的な配慮として，調査は無記名式で行
い，得られたデータは研究以外に使用しないこと，
協力は任意であることを紙面及び口頭にて説明し
た。また，調査の目的，調査協力者の自由意志によ
る回答，個人情報の守秘義務など，研究上の倫理性
についての説明を紙面及び口頭で行い，その上で合
意が得られた者からのみ回答を得た。

４）統計解析
　身体不活動に伴うリスク知覚尺度の13項目に対し
て，最尤法・Promax 回転による探索的因子分析を
行い，尺度の因子構造の検討をした。そして，探索
的因子分析によって抽出された因子の信頼性を検討
するために Cronbach のα係数及びτ等価によるバ
イアスがかからない信頼性係数である McDonald14）

のΩ係数を算出した。また，身体不活動に伴うリス
ク知覚尺度の構成概念妥当性を検討するために，探
索的因子分析によって抽出された因子構造に基づい
て，最尤法による検証的因子分析を行った。推定方
法は，最尤法を用い，モデルの識別性を確保するた
めに，潜在変数の分散を１に固定し，誤差変数から
観測変数への各パスを１に固定した。モデルのデー
タへの適合性の検討には，GFI（goodness of fit 
index），AGFI（adjusted GFI），CFI（comparative 
fit index），RMSEA（root mean square error of 
approximation）を用いた。本研究では，現在の心
理・行動科学の領域での慣習的基準に準拠し，
GFI，AGFI 及び CFI は，0.90以上の場合，モデル
の当てはまりが良いと判断した。RMSEA は，0.05
以下の場合，モデルの当てはまりが良いと判断し，
0.1未満の場合，モデルの当てはまりが十分である
と判断した。
　さらに，身体不活動に伴うリスク知覚と身体活動

Table 1．�身体不活動に伴うリスク知覚尺度の探索的因
子分析（最尤法）の結果

項目 因子負荷量

私が運動しないと，身体が重く感じる 0.65

私が運動しないと，よく眠れなくなる 0.62

私が運動しないと，イライラする 0.61

私が運動しないと，思考力が鈍くなる 0.61

私が運動しないと，肥満になる 0.41

削除項目：「私が運動しないと，動悸や息切れをするよう
になる」，「私が運動しないと，風邪をひきやすくなる」，「私
が運動しないと，学業がはかどらなくなる」，「私が運動し
ないと，体力や筋力が低下する」，「私が運動しないと，生
活習慣病になる」，「私が運動しないと，うつ病になる」，「私
が運動しないと，ストレスがたまる」，「私が運動しないと，
人とうまく付き合えなくなる」

Table 2．�身体不活動に伴うリスク知覚尺度の得点分布

平均値 SD 最小値 最大値

リスク知覚 14.41 3.98 5 25
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大学生で約８割30），男子大学生で約４割存在すると
報告されている26）。一方で，本尺度の項目が選定さ
れた背景には，大学生の過去の経験が関係している
と推察される。例えば，運動を始めと身体活動を実
施することで，身体活動後に大脳血流量が増加し，
認知機能が向上することが知られている３）。また，
快適と感じるペースでの運動は，快感情とリラック
ス感情の双方に寄与することが報告されている７）。
さらに，身体活動が主観的な睡眠の質と部分的に関
連しており，身体活動を行なっていると睡眠困難な
どの睡眠に関連する問題を感じないことが報告され
ている２）。すなわち，過去の経験において，運動し
ないことで思考力が鈍る，あるいは，睡眠困難にな
るなどの体験を多くの大学生が経験していたと推測
される。したがって，本研究で開発された尺度は，
大学生の心身の状態や過去の経験を反映しつつ，運
動をしないことにより起こる心身のリスクを知覚し
ているかを測定することが可能だと考えられる。
　次に，身体不活動に伴うリスク知覚と身体活動量
との関連性の検討の結果，身体活動量が低い大学生
と比較して，身体活動量が高い大学生ほど身体不活
動に伴うリスクを知覚していることが示された。す
なわち，比較的に運動習慣がある大学生ほど，運動
しないことによるリスクを高く知覚している。この
ような結果が導かれた背景には，大学生の有する知
識や情報，あるいは過去の経験が関係していると考
えられる。例えば，高校入学から高校３年生の夏ご
ろまでの期間（高校時代）と部活動引退後や浪人期
間など受験勉強が本格的に始まってから受験が終了
するまでの期間（大学受験期間）の運動習慣を調査
した研究によれば，高校時代に運動習慣がない者は
約５割いるのに対し，大学受験期間に運動習慣がな
い者は約９割いたとの報告がある15）。このように，
約４割の者が大学受験を契機に運動習慣がなくなっ
ている。このことから，調査対象者の中には，現在
は運動習慣があるが，大学受験を契機に運動習慣が
なくなった経験を有している大学生が存在し，運動
しないことによる心身への負の影響を経験した可能
性が考えられる。このことから，今後は，過去の運
動経験と身体活動に伴うリスク知覚との関係性を検
討していく必要性がある。

２）�身体不活動に伴うリスク知覚と身体活動量との
関連性

　身体不活動に伴うリスク知覚と身体活動量との関
連性を検討するために，対応のないt 検定を行っ
た。その結果，身体活動量高群の方が，身体活動量
低群よりも身体不活動に伴うリスク知覚尺度の平均
値が有意に高いことが示された（t（556）＝2.66，
p＜0.01）（Table 3）。

４．考　察

　本研究では，身体不活動に伴うリスク知覚尺度の
開発を行った。分析の結果，13項目から１因子５項
目が抽出され，採択したモデルの適合度指標の値か
ら身体不活動に伴うリスク知覚尺度の構成概念妥当
性が示された。また，本尺度の信頼性は，α係数及
びΩ係数を用いて確認し，両係数ともに十分な信頼
性を有することが確認された。これらのことから，
信頼性と妥当性を兼ね備えた身体不活動に伴うリス
ク知覚尺度が開発された。
　本尺度の構成を見ると，運動しないことによる身
体面の不調（e.g.，身体が重く感じる，よく眠れな
くなる，肥満になる）やメンタルヘルスの不調

（e.g.，イライラする，思考力が鈍くなる）などの項
目群から構成された。これらの項目が選定された背
景には，大学生の心身の不調が関係していると考え
られる。例えば，大学生のメンタルヘルスの実態調
査によれば，「体がだるい」といった身体面の不調
を訴える大学生，あるいは「イライラする」や「考
えがまとまらない」といったメンタルヘルスの不調
を訴える大学生が全体の約４割を占めていた13）。ま
た，中学生や高校生と比較して，大学生の睡眠状況
が著しく劣ることが報告されている27）。さらに，体
重減少あるいは痩せ願望を希望する大学生は，女子

Table 3．�身体不活動に伴うリスク知覚尺度と身体活動
量との関係

身体活動量 N 平均値 SD

低群 282 13.69 4.06

高群 276 14.62 4.18
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